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厚生労働大臣
小 宮 山　洋 子　様
全日本自治団体労働組合
  中央執行委員長　　徳 永　秀 昭
福祉労働者の雇用安定・労働条件向上についての要請書
　貴省の福祉行政の推進へのご健闘に心より敬意を表します。
　介護関連職場や障害者福祉施設などで働く介護労働者については、福祉サービスの拡充と人材確保のために、賃金・労働条件の抜本改善が求められています。
つきましては、下記のとおり要請しますので積極的な対応をお願いいたします。
記
１．高齢者福祉施策の充実、介護保険制度改革について
（１）　介護保険制度改正にあたっては、高齢者の権利保障を基本に、給付抑制を目的とした、要介護認定の抑制、サービス内容やサービス量の抑制を行なわないこと。
（２）　地域包括支援センターの運営基盤を確立し、業務量の適正化にもとづいた必要な機能・人材を確保するため、市町村に対する新たな財政支援を行なうこと。
（３）　介護報酬改善加算については、介護人材の確保・定着のため、介護労働者の賃金改善に反映されるための仕組みを導入すること。
（４）　訪問介護サ－ビス提供責任者の常勤要件の緩和について、非正規雇用への置き換えやサ－ビスの質に対する影響を速やかに検証するとともに、要件緩和の撤廃に取り組むこと。
２．障害者（児）施策の見直し及び拡充について
（１）　「障害者権利条約」の批准にあたっては、障害当事者団体と国内施策を検証し、障害者総合福祉法の創設を行い、雇用・労働分野については、労働組合の参画のもとに実効性が確保された包括的な「障害者差別禁止法」を早急に制定すること。
（２）　新たな障害者施策について
①　地域移行・地域生活を可能にする就労支援・相談支援を充実し、人材の確保とともに、運営費水準の確保、市町村の地域生活基盤を整備すること。
②　自治体の実施責任の担保および自治体間格差が生じないよう必要な　予算措置を講ずること。
③　障害者施策にかかる交付金については、権利保障を確実に担保する義務的経費による特定財源で行うこと。
（３）　障害福祉分野における人材の確保と定着に向け、「福祉・介護人材職員処遇改善交付金」の財源を確保し、適用拡大をはかり、賃金改善を引き続き促進すること。
以上
